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地震リスク解析におけるフラジリティ曲線と

地震損失関数

音川弘道*10大滝 健*2。 前田欣昌*3。 中村孝明*4

概 要 地震 リスク解析は地震被災度を定量的に評価するもので,防災計画の重要な指標になるとともに,LCC(生
涯 レンジの価格評価),PML(予 想最大損失),BCP(事 業継続計画)に 対して直接的なコア技術となる。本文はこのよ
うな地震 リスク解析のうち,ェ ンジニアが直接関わるフラジリティ曲線と地震損失関数について調査/報告するものであ
る。本文では, まずリスクの 1:学的定義と地震 リスク解析について述べ,そ のなかでのフラジリティ曲線と地震損失関数
の位置付けを示す。次に, コンクリート構造物を対象としたこれらの基本算定式および推定方法について述べる。さらに
は,上木・建築構造物を対象としたこれらの評価事例を紹介する。
キーワー ド:地震 リスク解析, フラジリティ曲線,地震損失関数,鉄筋コンクリート構造物

1.  は じ とゝ に

地震 リスク解析は,地震による被害を定量的に把握す
るもので,それを貨幣価値によって表現することにより,

より身近な情報として活用価値を高めている。例えば,

被害総額の予想は防災計画の重要な指標になるほか ,

LCC(生涯レンジの価格評価),PML(予 想最大損失),
BCP(事業継続計画)等における費用対効果分析を直
接的に可能とする。

このような地震 リスク解析には,地震の発生確率と資
産喪失の規模を確率・統計的手法によって定量化する必

要があるが,そ れには,①対象物の位置情報および局所
的地盤特性,予測される地震動の規模,再現期間等,地
震動に関する情報と,②対象物の重要度,構造特性,脆

弱性等,対象物そのものに関わる情報が必要となる。両

者には,そ れぞれ内包される不確実性が存在するが,そ

れぞれ個別に検討を進めることができる。

本報では,ま ず始めにリスクの工学的定義と地震 リス

ク解析について述べ,そ の中でフラジリティ曲線と地震

損失関数が後者②に位置付けられることを示す。次に,

これらの定義および基本算定式について述べ,そ れぞれ

の推定方法について記述する。さらには,鉄筋コンクリー

ト橋脚や建築建物を対象としたこれらの評価事例を紹介

する。

2.エ ンジニア リング リスク (狭義の リスク)

2.1 地震リスクの定義

リスク (risk)と は危険性を表す概念であるが,危険

*1 よしかわ・ ひろみち/武蔵工業大学 工学部 都市工学科 教授
(正会員)

*2 おおたき・たけし/東急建設m土 木エンジニアリング部 課長
*3 まえだ・よしまさ/東急建設m土 木エンジニアリンク部 課長代理
*4 なかむら・たかあき/m篠塚研究所 主席研究員

26

の要因が存在することを定性的に示すハザー ド (haz―

ard)と 異なり,望ましくない結果を与える可能性の程
度を定量的あるいはそれに近い形で示す概念と言える。

すなわち,あ る危険が同程度のハザードを有するとして

も,結果が及ぼす影響が小さければリスクは低く,甚大
であればリスクが高いということになる。さらに,確率
で与えられない危険事象の発生の可能性を広義のリスク

とすれば,エ ンジニアリングリスク (狭義のリスク)と

は,事態の確からしさとその結果の組合せ,ま たは事態
の発生確率とその結果の組合せとして定義される

い
。こ

こで対象としている地震 リスクE(L)は ,そ の大きさ

が確率およびその結果で与えられる狭義のリスクであり,

地震の発生確率 P(〃 ),損失の発生する確率 P(D/〃 ),

損失の規模 E(ι/D)の 積によって,例 えば次式で定義
することができる2)。

E(L)=P(〃 )・ P(D/〃 )。 E(L/D)    (1)
2.2 地震リスク解析とは ?

リスク解析の目的は,①保有するリスクを定量化する
ことと,② リスク低減対策の効果を定量的に評価するこ

とにあり, これを判断基準としてリスクのもたらす悪影

響を最小限にしようとするのがリスクマネジメントであ

る。これを地震 リスクに当てはめると,地震による被害
を定量的 (金銭的)に算定し,耐震補強や地震保険など

によるリスク低減対策の効果を定量的に評価することと

言える。これによって,地震対策費用を含めたライフサ
イクルコストの最適化や防災事業計画,事業継続計画等
の策定が可能となる。

さて,地震 リスク解析を行うためには,先述のとおり
下記のパラメーターを定量的に評価する必要がある。

① 地震発生の確率論的評価 (hazard)
② 被害の発生確率または脆弱性の評価 (vulnerabil―
ity)
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図-1 フラジリティ曲線 (SFC)
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と地震損失関数 (DF)

Curve),後者を DF(Seismic Damage Function)と

省略する。

・ フラジリティ曲線 :SFC

特定 した被災規模 (大破,小破 etc.)に 対する条件

付き発生確率として定義される。地震規模 (通例,最

大加速度または最大速度)を横軸とする確率分布関数

として表されることが多い。

・地震損失関数 :DF

地震規模に対する損失の規模で,単調増加関数となる。

損失規模としては,損失金額 (復旧費用),不通日数

(停止日数)ま たは損失率 (総損失に対する割合)な

どが用いられる。

このような両関数は,統計確率論に基づく信頼性理論

によって記述されるが,相互に変換できる相関関係を有

する。 これを図-1に模式化 したが,簡単のため,SFC
として小破と中破の 2種別のみとし,地震損失規模 (損

失率)を小破 =0。 2,中破 =0.5と している。図-1左図

では,SFC→DFへの変換を示しており,あ る地震動の

大きさにおいて,SFCに よる損傷確率と対応する損失

率により,一義的に DFが求まる。一方,右図では,あ

▲
Ｔ

ａ

③ 損失規模の評価 (consequence)
このうち,①は歴史地震データや活断層データによる

確率論的手法やシナリオ地震等に代表される決定論的手

法により,建設地点の地震規模やその発生確率を地震危

険度として評価するものである。①で評価される建設地

点固有の地震動に対 して,対象とする構造物が,あ る限

界状態を超える条件付確率を与えるのが②のフラジリティ

曲線である。フラジリティ曲線は,様々な限界状態に応

じて複数設定される。③は②で設定した複数の限界状態

における構造物の損失規模を,損失額あるいは損失率

(再調達価格に対する損失額の比)と 各限界状態の生起

確率の積和,すなわち期待値として与えるもので, これ

が地震損失関数となる。このように, フラジリティ曲線

と地震損失関数は,地震 リスク解析の根幹を成すと考え

てよい。

2.3 フラジリティ曲線と地震損失関数

被害の発生確率または脆弱性を表すためのフラジリティ

曲線と損失規模を評価する地震損失関数は,図 -1の よ

うに模式的に表され,以下のように定義できる単調増加

一価関数である。以下,前者を SFC(Seismic Fragility

小破以 11の SFC

I I
大破以上の SFC

地震動の大きさ 地震動の大きさ

腹義[η
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0.5以 Lの

地震動の大きさ
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Synopsis  Seislnic lヽisk analysis enables quantitative evaluation of earthquake damage levels which are important in―

dexes for disaster prevention planning,and is an indispensable technique for evaluating life cycle cost,probable inaxirnum

loss and business continuity program.This paper focused on seisrnic fragility curves and damage functions used by engi―

neel'sv/hen analyze seislnic lヽ isk.Fil‐stly,engineering definition of the risk and the seislnic l・ isk analysis are presented and

the l・ ole of the fragility curves and the damage functions are described.Secondary,their rnathematical formulations and the

evaluation pl'ocedures are introduced.Finally,some examples of the fragility curves and the damage functions applied to

reinforced concrete structures are demonstrated.
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る地震動の大きさでの損失の確率密度分布と損傷程度の

関係 (こ こでは,小破 =0。 2/中破 =0.5)か ら,DF→
SFCへの変換が可能となる。

さて,SFCと DFは どのようにして算定されるのか。
SFCの算定に際して,例えば橋梁構造物を対象とした

Shinozuka et.al詢 によれば,以下のような手法に大別

される。

(1)専 門技術者による工学的な判断
(2)準 静的で,示方書に準拠 した解析
(3)過 去の地震被災事例の活用
(4)動 的解析に基づく数値解析的手法
さらには,HAZUS°・5),高 橋m,な どにも具体的な記

述がある。いずれの場合も信頼性理論を活用することが

必須であり, とくに,耐震性能と応答解析の物理量が非

負であることから,対数正規分布関数 (lognormal dis―

tribution function)が 多用される。

3.SFCと DFの基本算定式

3.l SFCの算定式

まず,対数正規分布関数によるSFCの基本式を示す。

これは,Shinozuka et al詢 ,中村詢に基づいて定式化す

る。ただし,強震時の大変形による損傷を考える場合,

当初,信頼性理論にて用いられてきた荷重/強度 レベル

での比較より,応答変位/限界変位など変位レベルでの

照査がより妥当である。そこで,構造物の応答変位を

δR,損傷 レベル (大破,中破,etc。)の限界状態変位を

δκとし,いずれも確率変数と考え,性能関数を X=δκ/

δRの ように定義する。そして,δRが δκを超過する確

率 (限界状態発生確率)FA/は'X≦ 1が生起する確率で

あり,式 (2)に よって表される。

(2)

生確率 √々 は,式 (3)の ように記述される。

・ =fttexpl―X∵升″0)
また,平均値 λx,標準偏差 肇 は,先に導入したδR,
δκの中央値と変動係数から,次のように書ける。

ln Xの平均値 (mean):λN=ln δた-ln δω

ln Xの 標準偏差 (log― standard deviation):

積分関数を z=δ可〆 として変数変換すると,FAは式

(4)の ように求まり, これは,応答中央値δ″ψが与え

られた時の条件付限界状態発生確率 FA(δ″sp)を表す。

黙転ρ規‰毒 駆{IW凋 滋
(4)

ここで,地震動の規模に応じてδ″ψを 0～∞まで変化

させると,限界状態δたに対応 した損傷レベルの発生確

率となる。すなわち,与えられた損傷レベルでの地震損

傷度曲線 SFCを記述したことになる。なお,式 (4)は ,

標準正規分布関数 φ (standard normal distribution

function)を 用いて,次式のように略記される。

月【δ″s,)=φ
11112:」

∠£二と
|

このような,応答変位や損傷レベル限界変位は,先述

のように,対数正規分布でモデル化されることが多く,

本文でもそのように仮定する (図 -2)。 すなわち,δR,

δκの中央値と変動係数をδ″ψ,δた,ν R,νκのように定義

し,変数 ln xの平均値および標準偏差をそれぞれ λx,

肇 とする。

したがって,式 (2)に よって定義された限界状態発

0.010

■  0.008

｀ 0.006

ミ  0.004

0.002

0.000
0 100    200    300    400    500

δR,δκ(mm)

(5)

ここで,2つ のパラメーター (限界値の中央値と対数

標準偏差)δた,会 をフラジリティパラメーター (fragil―

ity parameter)と 呼ぶ。SFCを設定することは,つ ま

るところ, この 2つのフラジリティパラメーターを求め

ることに帰着する。

3.2 DFの算定式

これまでの損傷 レベルの発生限界δκは,鉄筋コンク

リー ト部材の場合,主鉄筋の降伏時 δy'お よびその整

数倍によって表される変位靭性率 (ま たは曲率靭性率 )

によって推定することが多い。また, この応答変位δ″ψ

は,地震動の大きさ (例えば,最大加速度α)に よって

決まるものと考え (と 仮定 して),身 (δ″ψ)→身 (α )の

ように書き換える。

このようにすると,工学的に定義 した各損傷レベルづ

の発生確率 ルθb.(Qα )は ,式 (6)の ように相隣る

SFCの 差異によって算出される (図 -3参照 )。

無損傷 :P7ob。 (ε llα )=1-Fl(α )

小 破 :PrOb.(ε 2α )=Fl(α )一ら(α )
中 破 :PrOゎ。(c3α )=ら (α )一 F3(α )
大 破 :P7oわ。(σ 41α )=F4(α )     (6)

ただし,二 Prob。 (ε′lα )=1

ここに,Q:損傷レベルづにおける損失
ここでは,j=1(無損傷),づ =2(ノ lヽ破),づ =3(中破),
j=4(大破),の ように定義 しており,図 -3は このよう

な 4分類の例を示したものである。

尋 =PrOb。 (X≦ 1)

ただ し,X=キ

ln{(1・νメ)(1・ν〆)}

図-2 応答変位と限界状態変位の確率密度関数
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図-3 フラジリティ曲線 (SFC)

さらに,損傷 レベルづにおける発生確率 P7oわ。(ε flα )
に対応する損失を Qと すると,損失期待値ε″は両者の

積を全損傷レベルにて合算 したもので, これが DFと な

る。すなわち,

損失期待値 :c″ =ftt εfPrOわ。(εJ α)   (7)

地震損失関数 DFは ,損傷レベルの個数分 (こ こでは

4つ )算出された SFCを期待値として一元化 したもの

であると言える。これは,言い換えると,あ る入力加速

度αに対 して,4つ の損傷レベルすべてが (多かれ少な

かれ)混在していることを示すもので,信頼性理論の援

用によって合理的かつシンプルに定式化された。

3.3 不確実性の源泉

さて,SFCと DFに 与えるばらつきの根源は何か。
ここでは, これまでの報告と解析をもとに,不確実性の

源泉とこれらの対数標準偏差の報告例を示したい。まず,

対数標準偏差について,構造物を対象とした既往の報告

例を表-1に 整理 した。これによると, これらの対数標

準偏差は0.4～ 1.0に も及び,信頼性工学の中でも極め

て大きい。

確率統計学によってばらつきを表す場合,そ の母集団

の考え方に注意する必要がある。これまでの報告では,

母集団をある特定の地震によって被災した数多くの構造

物 (建物)と した場合,こ れを `包括的タイプ (Generic

building type)'と 呼び,形状寸法/性能等をモデル化
した特定の構造物を対象として場合には,`建物に特有

のタイプ (building― specific)'と 呼ぶ
D。 これらは自ず

と母集団が異なり,その取り扱いも異なるわ。これは,

集積 リスクと個別 リスクのような分類
的とも符号するも

のである。

このばらつきの源泉 (variety resources)をすべて

解き明かすことは,到底不可能であるが, これらを定性

的に論議することは有用であり,SFCお よび DFを基
調とするリスク評価手法の発展と高度化には重要な検討

課題である。

SFCの不確実性の要因 (ば らつきの要因)は ,例え

ば,以下の 6つ の成分にまとめられる8ゝ

1.地震危険度の設定に関する不確実性
2.サ イトの地震動評価に関する推定誤差

たヽol. 45, No. 10, 2007. 10

3.地盤増幅特性の評価誤差
4.地震動指標による構造物の応答評価誤差
5。 建物の耐力のばらつき

6。 モデル化の不確実性

また,望月・中村"ら は,建築建物を対象として,以

下のように分類している。

① 材料・施工精度のばらつき
② 地震動の推定誤差
③ 解析モデルの不確実性
④ 建物強度の固体差
これらの源泉は,情報量の増大によって改善されるも

のと改善には悲観的なものが混在する。また,あ る特定

の建造物を対象とした場合 (個別 リスク)に は,①～③
を考慮すればよく,広域地震 リスク評価など建物群を対

象とした場合 (集積 リスク)には,①～④が対象となる。

通常, これらの要因を個別に取り扱うことは得策でな

く,統計学的または経験的な知見から一義的に設定する

場合が多い。 このような対数標準偏差は,複 合偏差

(composite log―normal standard deviation) とも明日ぎ

れ,耐震性能 (capacity)と 応答 (demand)の両者を

含んだものである
Ю)。 また, これらの複合偏差が, もう

一つのフラジリティパラメーターである中央値と相関関

表-1 対数標準偏差の報告例

構 造 物 損傷度
Ⅲ

対数標準偏差 参考文献

高速道路橋脚

C

中村ら
つ

As or A

Highway Bl・ idges
Shinozuka

et al.・

moderate

maJor

coHapse

Highway Bl・ idges

slight

0.6

(recommended)
Ⅳlander'‖

moderate

extenslve

coinplete

Railway Bl・ idges

slight

HAZUS 991)

moderate

extenslve

complete

Buildings

(low― rise reinforced

concrete)

slight

moderate

extenslve

低層戸建住宅

lヽ 破 0.538

望月ら'

中 破 0.445

人  破 0.467

中高層住宅

lヽ 破 0.672

11破 0.679

人  破 0.677

Buildings

(low l・ ise wood fl・alne)

slight
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係がないことも例証されている
詢
。これは,中央値と対

数標準偏差に一定の相関があると,各限界状態に対応じ

たフラジリティカーブは互いに交差することになり,物

理的に不自然となる。この例証は, フラジリティカーブ

の交差を否定する必要条件の一つである。

4。 SFCの推定方法

4。 1 被害事例に基づく統計的推定法

過去 10数年にわたり構造物 (道路橋,鉄道橋)の被

災例 (特に,1994 Northridge 1994,兵 庫県南部地震

1995)が 蓄積/整理され,被害分析のための最尤法に基
づく統計学的手法が確立されつつある・・"。

最尤法 (maximum likelihood method)は 得られた

データ (被害データ)か らその母数の確率分布を直接推

定するための統計学的手法で,`尤度 (likelihood)'が 最

大となる関数のパラメーターを求めるものである。さら

には,地震被害を対象とする場合,2項尤度モデルおよ
び多項尤度モデルに大別できる"。

・ 2項尤度モデル :

まず,無作為に選ばれた被災事例η個を用意 し, こ

れらを複数に定義 した被災レベル (小破。中破 etc。 )

で分類する。そして,あ る特定の被災レベルについて,
`被災した',`被災しない',の ように 2項反応に分別す

る。また,そ れぞれの被災事例について,地震動の大き

さ (例えば,最大加速度 PGA,α
“
J(J=1～η)が得ら

れているとする。

このような準備のもと,尤度関数は次式のように表せる。

Lし商r"の =二

=鶴
4″め矩 一ズ 鶴 ら ,げ 碍

(8)

ここで,ε″:SFCの 中央値,ζ :対数標準偏差を表し,

らは事例ノが被災している場合 :%=1,被災していな
い場合 :%=0な る 2値関数である。そしてこの尤度関

数式 (8)が最大となるパラメーターε
“
とζを求めるこ

とにより,SFCが同定される。
・ 多項尤度モデル :

2項反応モデルは,損傷レベルごとに,例えば,中破
の場合,`中破以上に被災している',`中破以下である'

に 2分する 2値問題である。これに対 して,複数の被災
レベルを一括して処理する場合,多項反応モデルによる

多値問題として扱うことが得策である。この場合,尤度

関数は次式のように表せる。

L(αがε
",6)=ムAL(α
ぶC″,6)9″  (9)

ここで,づ は観測データを,ノ はその背反事象を表す。

小破,大破などの 2項尤度モデルとして個別に評価し
た場合,観測結果が得られている地震動領域以外は想定
した確率分布による外挿となる。この場合,外挿範囲で

は小破より大破の方が,発生確率が大きくなる (発生し

30

V・ V0               500             1000

PGA(Gal)

図-4 戸建住宅の SFC算定例Ⅲ

やすくなる)と いう矛盾が生じる。これを回避するには,

各損傷レベルの対数標準偏差を一定値とした多項反応モ

デルが有効となる。ここで, これらの両手法によって得

られた戸建住宅の SFC算定例を図-4に示した。

4。 2 解析的手法による推定方法
(1)静 的非線形解析による方法
キ ャパ シテ ィスペ ク トル法 (capacity spectl｀ ulll

method)は ,HAZUS¬ こおける SFC算定で用いられ
て い る手 法 で あ り, 構造 物 の静 的非 線 形 解 析

(Pushover解析)よ り得られるキャパシティスペクト

ル (capacity spectrum)と 地震応答スペクトルから得

られるディマンドスペクトル (demand spectlヽ uln)を ,

図-5に 示すように重ねて表示することにより, その交

点から想定する限界状態の中央値を決定する方法である。

ここで不確実性は,キ ャパシティスペクトルとディマン

ドスペクトル両者に存在するが, これは先述のように,

複合偏差として考慮することができる。

キャパシティスペクトル法では Pushover解 析の結果

とディマンドスペクトルの交点から,SFCを 推定する
が,Pushover解析のモデル化において,仮定する対象

構造物の部材特性 (P―δ曲線,ν―θ曲線など)と 損傷
レベルの区分を対応させることにより,構造物の限界状

態を定義することができる。例えば,図 -6に 示すよう

に,単柱式橋脚の場合は単純な P―δ曲線上に, また,

ラーメン橋脚やラーメン高架橋の場合には,塑性ヒンジ

の形成順序に従い多直線グラフ上に,損傷発生をイベン

トとしてカウントし,各損傷レベルと対応させることが

できる。いずれの場合も,示方書などに記された手順に

変位応答スペク

図-5 キャパシティスペク

トル (イ ンチ)

トルによる SFCの推定
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(b)ラ ーメン高架橋

図-6 部材特性と損傷レベルの対応
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図-7 非線形応答解析によるSFCの推定n

より,簡易的に P―δ曲線を算定 し,限界状態と損傷 レ
ベルの区分を, この P―δ曲線の変位軸上に定義するこ

とができる。SFCは , これらの限界状態を中央値とし

て式 (5)に よって算定することができる。ただし,ば

らつきを表す対数標準偏差は,複合偏差として与える必

要がある。

(2)動 的解析による方法
動的解析によって SFCを求めるには,入力時震動と

構造物の材料や諸元の不確実性をそれぞれ考慮 したモデ

ルを作製 し,モ ンテカルロシミュレーションを行うのが

一般的である
H｀ヒ
。例えば想定する地震動強さごとに振

幅特性や位相特性のばらつきの影響を考慮した地震動を

用意し,同様に材料特性や構造諸元のばらつきを考慮し

た解析モデルを作製する。これらを適宜組合せて非線形

地震応答解析を行い,得 られた構造物の最大応答値 (損

傷度)と 最大加速度等の入力地震動の関係を回帰分析や

最尤法によって求め,SFCを 推定する。地震動および

構造物の持つ不確実性は,そ れぞれ数値解析のなかで考

慮されることになる。 このようにして求められた SFC

の一例を図-7に示した。

5.DFの 推定方法

5。 1 被災事例に基づく統計的推定法

被災事例によって DFを推定するには,観測地震動の

Vol. 45, No. 10, 2007. 10

0      200   400   600   800  1000  1200

地震動規模 PGA(Gal)

図-8 被害事例に基づ く DFの推定

大きさとその地震動による損失率の関係が統計データと

して必要である。地震の強さは,観測地震動のほか,距

離減衰式や様々な解析的手法によって推定することがで

きる
い
。また,損失率については,構造物の損傷 レベル

に応 じた補修費として算出することができる
8)。
今 ,

図-8に 示すように損失率を [0,1]の間の数値をとる目

的変数と考えれば, これはロジスティック回帰モデル

(種類の異なる複数の説明変数を考慮でき,確率の予測
に適している)に よって推定するのが合理的である詢」い。

また, ある地震動強さに対する損失率の確率分布は

[0,1]と いう上下限値を有するため,標準ベータ分布
(standard beta distribution)で 表現するのが妥当であ

る。したがって,この損失確率分布の平均値がロジスティッ

ク曲線によって与えられるとすれば, これらに含まれる

未定係数は,先の統計データを用いて最尤法によって求
められ,DFを推定することができる。このとき, この

損失率の超過確率がその作用地震力に対する SFCを与

えている。

5。 2 解析的手法による推定方法
個々の構造物に対してその損失額を精度よく推定する

ためには,解析的手法が適 している。図-9は与えられ

た加速度に対 して,損失率を算定する手順を示したもの

である。これには Pushover解 析による構造物の非線形

解析が基本となるが,得 られた損傷イベント (例 えば

図-6)に対 して,損傷箇所に応じた補修費を詳細に積算
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弾性応答加速度

ヽエネルギーー定則

Σc:Prob(c,α )

損失額,不通日数

図-9 解析的手法による DFの推定

する手法が必要 となる
い)。 これについては後述するが ,

入力地震動 (例えば最大加速度)に応 じた補修費の算定

が可能 となり, これと各損傷 レベルの発生確率により,

DFは 式 (7)に よって求めることがで きる。 また, こ

のときの分散 (variance)は 次式で与えられる。

σ2=∴ (ら″一ら)2PrOa(錮αβ)  (Ю )

6.評 価 事 例

ハリケーンカトリーナで世界に名を馳せた米国の連邦危

機管理庁 (FEMA)は ,自 国における地震災害軽減のため

の損傷と損失評価 (damage&10ss functions)を行う

HAZUS'と AEBM駒 を開発し,我が国においてもよく知

られている(HAZUS=Hazards U.S.AEBM=Advanced

Engineering Building Module)。 文献 4)の HAZUS 99

は,そ の最新版として,米国国内を対象とした地震時の

損傷と損失評価手法の手順を具体的に示している。また,

補修費のみ

表-2 被災度の定義“'

被災度 定義 被災状況

As 崩壊・倒壊,損傷変形が著しく
大きいもの

珊

A
半倒壊,亀裂,座屈,鉄筋の破
断等の損傷,変形の大きいもの

B

中破壊,鉄筋の一部の破断やは
らみだし,部分的なかぶリコン
クリー トの剥離や亀裂が見られ

るもの 榊
C

小破壊,ひび害1れの発生や局部
的なかぶリコンクリー トの剥離

が見られるもの 舅
D

損傷がないか,あつても耐荷力
に影響のない極めて軽微なもの

文献 5)は ,建物固有 (構造 タイプ :building― specific

type)の 損傷/損失評価を行うための技術マニュアルで

あり,先述の図-5で示されているように,具体的な評

価手法と解析事例を提示している。

中村ら
つは,兵庫県南部地震 [1995]で 被災を受けた

阪神高速道路の単柱式 RC橋脚 (770本)の被災情報を

もとに,SFCを 最尤法 (二項尤度モデル)に より統計

的に評価 している。そこでは,被災度を表-2に 示すよ

うに As～Dラ ンクに分類昴
)し ,被災度ランクA以上,

B以上,C以 上に対応する SFCの 地震指標の中央値

(median)と 対数標準偏差 (log― standard deviation)

を示している。

Shinozukaら ゆは,SFCの算定手法について一連の

研究を行ってきたが,文献 3)で は, ノースリッジ地震

[1994]に おける橋梁構造物 (1998橋 )の被害データか
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図-10 単柱橋脚の損失額算定例口
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ら,統計的手法に基づくSFCの算定過程とその結果を

提示するほか,動的解析やキャパシティスペクトル法に

よるSFCの 算定手順を示し,結果の比較を行っている。

遠藤ら
r)は,RC単柱橋脚を対象として,解析的手法

を用いて SFCお よび DFを求めている。部材の損傷レ
ベルは,鉄道構造物等設計標準・同解説 (耐震設計 )出 )

(以下,鉄道標準)に準拠 して部材の限界状態 (降伏耐

力時 Y,最大耐力時 M,終 局耐力時 N)で区分し,エ
ネルギーー定則を仮定 して,降伏震度 (れ )の異なる 3

橋脚 (れ =0.2,0.5,1.5)の最大基盤加速度 (peak bed_

rock accelel・ation)と 損失額の関係 (DF)を比較 0提

示している (図 -10)。 ここに,ユ ーザー損失とは,橋脚
の機能停止により供用者が被ると考えられる損失である。

服部ら
い`即は,多 ヒンジ系構造物である鉄道ラーメン

高架橋を対象として,非線形プッシュオーバー解析によ

りSFCお よび DFを導 く方法 (damage function for
multi hinge structul｀ e)を提示 している。SFCは起こ

りうる限界状態の個数分の曲線が描かれることから,鉄

道ラーメン高架橋のように複数の部材 (部材数η)が複

数の損傷区分 (区分数 た+1)を 辿る場合,η ×た本の

SFCが描かれることになる。なお,図 -11は η×た=18

本の場合の例を示している。

次に,解析的手法によりDFを求める際の要素技術で

ある前田らの方法「
21を
紹介したい。この方法は,地震

規模によって損傷箇所と損傷度が変化する鉄道ラーメン

200  400  600  800 1000120014001600 1800

Peak ground acceleration αB(gal)

図-11 鉄道高架橋を対象としたフラジリティ曲線の一例い'

構造物の損失を, システム的に評価することを試みたも

のである。 この方法は,部材が限界状態 (降伏耐力時
Y,最大耐力時 M,終 局耐力時 N)を迎える度に構造
損傷イベント (structural damage event)が 発生する

ものと定義し,損傷フラグ (damage flag:0-l matr破 )

と構造損傷イベントを関連付けることにより,任意規模
の地震動に対する損失を体系的に算出する方法 (event

flag matrix method)で ある。なお,損失は補修費用

(直接損失)と 不通日数から定まる営業損失 (間接損失 )

を考慮 している。図-12は ,設計基準年代が異なる 2種

類の高架橋 (平成 4年度版鉄道標準準拠,平成 14年度

版鉄道標準準拠)に対し,横軸に等価水平震度をとって,

直接損失額,不通日数および間接損失額をそれぞれ算出

したものである。なお, これらは,3.3で 述べた個別 リ

スクに対する損失額の中央値として活用される。これら

の図から,構造物の設計年代による降伏震度の違いが損

失に与える影響が大きいことがわかる。また,最終的な

間接損失額が直接損失額に対して 1桁大きくなっており,

鉄道の利用状況によっては,大規模な地震に対して,補

修費用よりも営業損失の方がはるかに大きくなる可能性

があることを示している。

耐震補強方法の選定手段として DFを活用している星

谷・中村の事例
2〕 を紹介する。図-13は ,精密な電子部

品を生産する電子機器工場を対象に,現状,建屋を補強
した対策 (I)実施後,お よび生産機器類の固定度を増

す対策 (Ⅱ )実施後の 3ケ ースの DFを示したものであ

る。これらの対策によりDFが著しく低下 していること

現状
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図-12 鉄道高架橋を対象とした地震損失算定結果 5'



から,いずれの対策も有効であることが伺えるが,どち

らを選ぶのが賢明だろうか。一般に,建屋を補強するた

めの対策 (I)は大規模となり高価であるのに対 し,生

産機器類の固定度を増す対策 (Ⅱ )は機器脚部をアンカー

ボル ト等により固定するもので,対策 (I)に 比べれば

安価である。2つ の対策の効果に大きな差がないことを

考慮すると,対策 (Ⅱ )を選択するのが賢明な判断とな

る。このように,DFは ,耐震補強方法の定量的な判断
ッールとして活用することができる。

神田ら
2"は ,低層の鉄筋コンクリート造校舎を対象と

して,HAZUS° の枠組みを準用しながら,SFCを地表
最大速度 (peak grOund velocity)で評価する方法を提

示している。また,建設年代の違いや帯筋量,耐震壁の

有無が DFに与える影響をシミュレーションしており,

危険度の順位付けが行えることを示している。

また,高橋らわは,宮城県仙台市の 2階建て木造住宅

を対象に,建物所有者に適切な地震対策を説明すること

を目的とした地震 リスクマネジメントを紹介している。

100個の地表面地震波サンプルを作成し,対象住宅を 2

質点直列せん断モデルとした弾塑性地震応答解析を,モ

ンテカルロ 0シ ミュレーションを用いて行い,住宅の最

大層間変形角と最大加速度から,DFを算出している。
この方法を用いることにより,住宅の供用期間を設定す

れば,免震装置採用の意思決定を定量的に行えることが

示されている。

7。 ま と め

本論では,地震リスク解析において重要なフラジリティ

曲線と地震損失関数について,そ の定義,基本算定式お

よび評価事例について紹介してきた。なかでも地震損失

関数は,入力地震動の大きさに対して,予想される損失

額が損失期待値 (nOrmal expected loss)や予想最大損

失 (prObable ma対mum loss)と いったリト常にわかりや

すい指標で直接読み取れるため,地震 リスク評価におい

て特に有用である。また, これらに地震ハザードを考慮

することにより,構造物の建設地点における年間損失期

待値や,地震動規模を消去した損失の確率的評価 (い わ

ゆるリスクカーブ)が可能となる。これらの指標はいず

れも地震 リスクマネジメントにおいて必須のパラメーター

であり,そ の推定精度の向上が今後の研究課題である。
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